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新年あけましておめでとうございます。 
本日と明日５日に、九州運輸局長をはじめとする幹部の年頭の辞を、「号外」 
としまして配信します。 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
◆目次◆ 
【年頭の辞】 
・九州運輸局長 福本 啓二 
・九州運輸局次長 澤山 健一 
・九州運輸局企画観光部長 加藤 進 
・九州運輸局交通環境部長 小宮 範幸 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
【年頭の辞】 
 
九州運輸局長 福本 啓二 
 
新年明けましておめでとうございます。 
平成２２年の年頭に当たり、謹んで新年のお慶びを申し上げますとともに、九 
州の観光・運輸行政に関する抱負を述べさせていただきます。 
 
地域活性化に立脚した観光立国の実現や総合的な交通ビジョンの実現は、政府 
の重要課題の一つであり、九州運輸局では、観光振興による地域活性化、地域 
の実情に応じた交通体系の整備や人々の移動手段の確保などの地域公共交通の 
活性化・再生、効率的で環境に優しい物流システムの形成など、九州における 
観光・交通に関する様々な施策を総合的に推進しております。 
以下、観光・運輸行政について、それぞれ述べさせていただきます。 
 
観光につきましては、世界的な景気の減速等の影響により国内、国際とも厳し 
い状況が続いておりますが、東アジアに近いという地理的優位性や自然、歴史、 
文化、近代化遺産などの豊かな観光資源を最大限に活用しながら、地方自治体 
や九州観光推進機構をはじめ関係者の皆様と連携して、地域が主体となって行 
う滞在型観光の推進に向けた観光圏整備事業や、訪日外国人客を「訪日外国人 
３０００万人プログラム」の第１期目標値である２０１３年・１５００万人の 
達成に向けたビジット・ジャパン・キャンペーン等、観光立国の実現に向けた 
取組を強化してまいります。 
 
運輸行政に関しまして、最初に、各分野共通の課題について述べさせていただ 
きます。 
 
第一に、運輸事業において最も基本にすべきは安全であるという認識のもと、 
各運輸事業者の経営トップから現場まで一体となって安全風土の構築を図るべ 
く運輸安全マネジメント制度の励行を促すとともに、その評価を行うほか、事 
業監査などを通じた事後チェックを的確に実施し、運輸事業の安全・安心を確 
保します。 
 
地域住民や来訪者の移動手段である地域公共交通の活性化・再生も、重要な課 
題です。これにつきましては、昨年九州運輸局として初の取組である「地域公 
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共交通活性化・再生シンポジウム in九州」や、各運輸支局において地域公共交 
通活性化・再生セミナーを開催したところですが、今後とも支援制度の活用や、 
各地域の人材育成、ノウハウ・情報の提供の充実等を行ってまいります。 
 
交通分野に係る環境問題への対応につきましては、「京都議定書」の第一約束 
期間が３年目に入りました。運輸部門のＣＯ２排出量の推移をみると２００１ 
年をピークに、以降２００８年まで連続して減少し続けており、京都議定書の 
６％削減目標達成に向けて、引き続き、低公害車の普及促進、運輸事業者のグ 
リーン経営、エコ通勤、エコドライブの推奨、環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ） 
の支援など、関係企業・交通事業者・地方自治体等と連携して取り組んでまい 
ります。 
 
物流につきましては、昨年度創設された貨物運送事業者、荷主、地方公共団体 
等、物流に係る多様な関係者が連携して都市内や物流拠点周辺での共同輸配送 
やモーダルシフトの取組を支援する「物流連携効率化推進事業」の促進に積極 
的に取り組んでまいります。国際物流に関しては、東アジアとのシームレスな 
物流システムの実現のため、九州地方総合物流施策推進会議と北部九州国際物 
流戦略チームの場において積極的に取り組んでまいります。 
 
公共交通施設等のバリアフリー化や乗継・乗換のシームレス化をさらに促進す 
ることも重要な課題です。「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す 
る法律」が施行され３年が経過しましたが、今年は旅客施設等のバリアフリー 
化の達成の目標となる年です。また、今年の春には、福岡を中心とする ICカー 
ド型乗車券（ニモカ、スゴカ、はやかけん）と JR東日本のスイカの相互利用が 
開始される予定です。引き続き「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」 
というユニバーサルデザインの考え方に基づいた公共交通機関を実現させてま 
いります。 
 
続きまして、運輸行政の各分野の施策について申し上げます。 
 
鉄道につきましては、九州新幹線鹿児島ルートの新八代～鹿児島中央間におい 
て利用者数が堅調に推移しております。博多～新八代間は平成２３年春の開業 
に向けて順調に工事が進んでおり、新たな交通基軸として、九州の観光及び地 
域経済の発展に大きく寄与するものと期待されています。また、長崎ルートの 
武雄温泉～諫早間は、概ね１０年後の完成を目指す工事を支援してまいります。 
一方、地域鉄道につきましては、依然として厳しい経営環境下にありますが安 
全性・定時制に優れ、環境にやさしい公共交通機関としての役割を担っており、 
沿線自治体や関係団体等の皆様方と連携して、その活性化・再生に積極的に取 
り組んでまいります。 
 
次に、自動車交通でございますが、乗合バスにつきましては少子高齢化等によ 
る長期的な需要減少に加え、特に、高速バスについては昨今の景気の低迷や新 
型インフルエンザ、高速道路料金割引等により収入面で影響も生じているとこ 
ろです。 
バスは地域住民の生活の足としてなくてはならない公共交通機関であり、地域 
公共交通会議の場や各種補助制度等を活用し、地域と協同・連携して安定した 
生活交通の維持・確保を図ってまいります。 
タクシー事業につきましては、昨年１０月に施行された「特定地域における一 
般乗用旅客自動車運送事業の適性化及び活性化に関する特別措置法」に基づき、 
九州で２１地域を「特定地域」として指定しそれぞれに協議会を設置しました。 
特定地域は、供給過剰の進行や過度な運賃競争により、タクシー事業の収益基 
盤の悪化やこれに伴うタクシー運転者の労働条件の悪化が進行し、結果として 
タクシーの安全性・利便性が低下しているとともに、違法駐車等により地域に 
おける円滑な交通にも支障が生じているなど地域公共交通としてのタクシーの 
機能が低下している地域であります。今後は、協議会において関係者が諸問題 
の解決に向けて相互に連携協力を図りつつ、それぞれの地域においてタクシー 
が地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするための取組を推進 
してまいります。 
トラック事業につきましては、景気は底を打ったというものの厳しい経営環境 



にありますが、現下の課題である適正取引を推進するためトラック運送適正取 
引推進パートナーシップ会議を引き続き開催してまいります。また、昨年から 
は管内３運輸支局においてもパートナーシップ会議を開催しましたが、これを 
拡大してまいりたいと考えております。 
 
自動車の登録・検査につきましては、自動車に係る登録・検査制度の確実な運 
用を図るとともにワンストップサービスの早期導入に努め、また、「安全で環 
境と調和のとれた快適な車社会の実現」のための基礎となるのは、やはりユー 
ザーの自己責任による自動車の適切な維持管理であるため、点検整備推進運動 
や不正改造車排除運動を積極的に展開し、あわせて自動車整備事業におけるコ 
ンプライアンスの定着など、指導監督の徹底を図ってまいります。 
 
また、海事産業のうち内航海運業、旅客船事業につきましては、急速な景気悪 
化や高速道路料金割引等の影響を受けて、輸送需要が大幅に減少し、厳しい経 
営状況となっておりますが、経済危機対策を有効活用して、積極的な支援をし 
てまいりたいと考えております。特に離島航路につきましては、新たに創設さ 
れた支援制度による「航路改善協議会」等を活用し、離島航路の経営の安定・ 
維持・活性化を図ってまいります。一方、造船業につきましては、九州は世界 
の１割、全国の３割の建造量を誇っております。今後とも、工事の安全を最優 
先にして持続的な競争優位性のある「造船アイランド」造りに努めてまいりま 
す。 
 
また、少子高齢化が急速に進展する中、次世代を担う海事産業の人材確保は喫 
緊の課題となっており、引き続き海事産業の人材育成に努めてまいります。ま 
た、本年７月に九州で６年ぶりに長崎地区において「海フェスタながさき」が 
開催されますので、関係自治体と連携して本事業の成功に向けて積極的に取り 
組んでまいります。 
 
海上交通の安全確保等につきましては、飲酒運航(運転)根絶に向けて努力して 
まいります。また、昨今の国際情勢に鑑み、外国船舶の監督（ポートステート 
コントロール）を国際協力のもと強力に実施するとともに、外航船舶の油濁及 
び座礁放置防止のため保険加入等に係るチェックを適確に実施してまいります。 
また、海上交通の労働環境につきましては、若年船員の確保をはじめ、将来に 
わたって安定した労働力を確保するため、労働条件の改善や海技資格制度の充 
実を図るなど諸施策を積極的に実施してまいります。 
  
昨年は、新型インフルエンザや景気の悪化等の影響を受け、厳しい年でありま 
したが、本年は、いよいよ九州新幹線鹿児島ルートの全線開業を直前に控える 
年となり、九州の交通・観光が大きく変わる契機となることが予想されます。 
こうしたことも踏まえ、旧年に増して職員一丸となって、九州地域の活性化に 
向けて、積極果敢に取り組んでまいる所存でございます。 
本年も、引き続き九州運輸局に対しまして、ご理解とご協力を賜りますよう、 
宜しくお願い申し上げますとともに、皆様方のご健勝とご多幸をお祈り申し上 
げます。 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
【年頭の辞】 
 
九州運輸局次長 澤山 健一 
 
明けましておめでとうございます。昨年７月に着任し福岡で最初の正月を迎え 
ております。昨年は後半になってようやく各種経済報告でも景気は「持ち直し 
ている」とされましたが、急激な円高や雇用情勢の悪化で景気は不透明な状況 
となっています。緊急経済対策としての第 2次補正予算や新年度予算の執行に 
よって「虎千里を往く」が如く景気が回復することを期待しております。 
 
さて、昨年の最も大きな出来事は何と言っても政権交代だろうと思います。30 
年の役人生活で初めての経験であり、また、「事業仕分け」など新しい行政手 



法も取り入れられ、多少の戸惑を感じざるを得ませんでした。しかし、よくよ 
く考えてみますと他の民主主義の先進国において政権交代はそれほど珍しいこ 
とではありません。むしろ 50年余り政権が代わらない方が希有な例だと思い 
ます。我々行政側も十年一日の如く旧態依然とした体質に甘えていたツケが来 
ているように思います。本来、行政は社会経済の変化や国民のニーズにいち早 
く対応して国を正しい方向に導くのが役目ですが、長期政権に安住して変化す 
る社会への対応がおろそかになっていたのかも知れません。勿論そうでない部 
署もたくさんあるとは思いますが。 
 
このような時代にあっては我々も公僕としての原点に戻り、その政策の必要性・ 
効果を客観的に評価し国民に対して説明できることが必要だと思います。また、 
限られた予算の中で実施する必要がありますので、費用対効果の観点から政策 
を見直すことも重要だと思います。そのような姿勢で日々の業務を行えば、例 
え政権が代わろうともそれに影響されることは少ないと思いますし、国民の理 
解も得やすいと思います。 
 
今運輸局が取組んでいる主要な業務は、地域交通の活性化、観光振興、運輸安 
全マネジメントなどいずれも唯一絶対的な答があるわけではなく、地域の住民、 
地方自治体、事業者の方々と意見交換を密にしながら協力して進めていく必要 
のあるものばかりです。政権が代わった 2年目の今年、地に足のついた行政を 
したいと思います。今後とも国土交通行政の推進にご理解とご協力を頂ければ 
幸いです。 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
年頭の辞 
 
企画観光部長 加藤 進 
 
新年明けましておめでとうございます。平成２２年の新春を迎え、謹んで新年 
のお慶びを申し上げます。 
 
昨年は、世界的な景気の後退、新型インフルエンザの発生等により、交通・観 
光の分野も大きな影響を受けました。今年は、NHK大河ドラマ「龍馬伝」の 
放映や、九州新幹線鹿児島ルートの全線開業を間近に控える等、明るい話題も 
あり、改めて九州に注目が集まることが期待されます。これらの機会も活かし 
ながら、九州の交通・観光分野の活性化に向けて取り組んでまいります。 
 
まず、観光ですが、「住んでよし、訪れてよし」の九州を目指して様々な取り 
組みを進めます。特に新たに策定された「訪日外国人３，０００万人プログラ 
ム」では、２０１３年１，５００万人という第１期目標が定められました。こ 
のため、韓国、中国、台湾、香港をはじめアジアを主なターゲットとして、九 
州観光推進機構、地方公共団体等と連携し、九州の認知度向上を図るプロモー 
ション、海外の旅行会社・マスコミの招請等、ビジット・ジャパン・キャンペ 
ーンを推進します。併せて、外国語標記や案内情報の充実等、訪日旅行者が安 
心して旅行できるよう、受入体制の整備も進めます。 
 
一方、地域における関係者、さらには複数の地域が連携して２泊３日以上の滞 
在が可能となる地域を目指す「観光圏」を支援していますが、今後は、社会資 
本整備や農業・商工業等の異業種との連携強化を目指します。このほか九州遺 
産や九州物語等、九州の魅力の発掘・磨き上げ・発信に取り組みます。 
 
交通分野では、地域の実情や公共交通に対するニーズを把握した上で、地方公 
共団体、交通事業者、利用者である住民の方々等、地域の多くの関係者の間で 
「地域の足」について検討・実施することが必要という考えのもと、「地域公 
共交通の活性化及び再生に関する法律」「地域公共交通活性化・再生総合事業」 
の活用を中心に地域の取り組みを支援していきます。 
 
また、これらの支援制度と併せて、実務者を対象とした各県毎のセミナー・個 



別相談会の開催、「なるほど！！公共交通の勘どころ」の発行等により、人材 
育成やノウハウ・情報を提供し、地域公共交通の活性化・再生に取り組む地域 
を総合的に支援してまいります。 
 
厳しい経済情勢の中、観光・交通に係る取組みを積極的に展開することにより、 
九州運輸局が、少しでも九州の発展・活性化のお役に立てるよう尽力してまい 
ります。皆様方の本年のご健勝、ご多幸を心より祈念いたしまして、新年のご 
挨拶とさせていただきます。 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
年頭の辞 

 
九州運輸局交通環境部長 小宮 範幸 
 
平成２２年の新しい年を迎え、謹んで新春のお慶びを申し上げます。 
年頭にあたり、九州運輸局交通環境部における諸課題への取組について所感を 
述べさせていただきます。 
 
交通環境部は２１世紀の国民的課題であります交通環境、物流対策、交通バリ 
アフリー化、交通情報化等多方面にわたる業務を所管しています。 
 
まず、交通環境につきましては、昨年、鳩山総理は新たな中期目標として、2020 
年までに基準年比２５％の温室効果ガス削減を「国際公約」として表明いたし 
ました。我が国における二酸化炭素排出量の約２割を占めている運輸部門につ 
きましても、これまで以上の削減努力が求められることになるかと思います。 
この国際公約を果たすためには、まずは「京都議定書」の６％削減約束を確実 
に達成することが重要であり、他部門とも協調しながら持続可能な低炭素社会、 
循環型社会、自然共生社会実現に向けた取組みを強化することが必要だと考え 
ています。 
 
九州運輸局としましては、毎年策定する「交通環境アクションプラン」を基本 
に、自家用自動車依存から公共交通利用への転換を図るモビリティ・マネジメ 
ントによる「エコ通勤」の推奨や、低公害車の普及促進、グリーン経営の推進、 
エコドライブの普及等の諸施策を一層強力に進めてまいります。また、省エネ 
法に基づく特定輸送事業者の皆様には、エネルギー使用の合理化の目標及び達 
成計画について、直接現場で意見交換を行い、実効あるものにしていきたいと 
考えています。 
 
物流につきましては、物流をめぐる環境に様々な変化が生じているなか、昨年 
７月１４日に新たな総合物流施策大綱が閣議決定され、効率的な物流の実現、 
環境負荷の少ない物流の実現、安全・確実な物流の確保の３つの大きな柱が策 
定されたところです。特に環境負荷の低減については、前大綱の時期以上に喫 
緊のテーマになっていると考えています。こうしたなか、低炭素型物流に向け 
て、昨年度、創設されました、多様な関係者による都市内物流や共同輸配送等 
の取組を支援する「物流連携効率化推進事業」の取組を強化してまいります。 
また、モーダルシフトを含めた輸送の効率化等の推進を図るため「九州グリー 
ン物流パートナーシップ推進協議会」の場において、物流事業者と荷主企業が 
連携・協働し効率的で環境に優しい「グリーン物流」の更なる取組みを推進し 
てまいります。さらに、平成１７年１０月に施行された「物流総合効率化法」 
の認定件数は延べ１９件となっており、環境負荷の軽減、安全・確実な物流の 
確保に貢献しているところです。 
 
一方、東アジア各地域の急速な経済成長など経済のグローバル化の進展は、我 
が国を厳しい国際競争に巻き込んでおり、国際的な経済活動を支える物流体系 
のさらなる効率的化・物流環境の改善が求められているところであります。こ 
のため、九州運輸局では平成１８年１月に設置された産学官が一体となった「 
北部九州国際物流戦略チーム」で新たな戦略的物流施策の提言を図ることとし 
ています。また、「第２回日中韓物流大臣会合」の共同声明を受け、昨年から 



「北東アジア物流資材（パレット（Ｔ１１型）の標準化調査」に取組でおり、 
３国間のシームレスな物流システム構築に向けた取組を進めることとしています。 
 
また、物流は経済活動、国民生活に欠かせないライフラインであり、輸送効率 
の向上、国際展開など高度化する物流ニーズに対応できる人材が求められてい 
ます。このような情勢を踏まえ、九州運輸局では大学生を対象とした「物流人 
材発掘事業・物流施設見学会」を実施しています。本事業は、大学生に対し「 
物流」への正しい理解・認識を促し、物流業に興味、関心をより強く持っても 
らうことにより、将来の「物流業界や荷主企業（物流部門）」を担う優秀な人 
材の開拓・発掘に繋げることを目的としており、引き続き優れた人材の育成に 
努めてまいります。 
 
交通バリアフリー化、交通情報化につきましては、「高齢者、障害者等の移動 
等の円滑化の促進に関する法律」が施行されて３年が経過しましたが、平成 22 
年は旅客施設等のバリアフリー化の達成の目標となる年です。目標達成には厳 
しいところもありますが、バリアフリー化をさらに促進し、「どこでも、だれ 
でも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方に基づいた 
公共交通機関を実現するためにも、関係事業者と協力してまいりたいと考えて 
います。 
 
今年の春には、福岡を中心とする ICカード型乗車券（ニモカ、スゴカ、はやか 
けん）と JR東日本のスイカの４社による電子マネー機能を含めた相互利用が開 
始される予定です。また、本省を中心に従来よりも廉価で使い勝手の良い ICカ 
ード型乗車券の研究開発も進んでいるところであり、シームレスな交通機関の 
実現ために積極的に取り組んで行きたいと思っています。 
 
最後に、新しい年が皆様方にとりまして明るく幸多い年となりますよう祈念い 
たしまして、新年のご挨拶とさせていただきます。 
 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
皆様のお知りになりたい情報・ご意見・ご要望等をお聞かせください。 
編集部ではできる限りご要望にお応えしたいと思います。 
下記のメール又はファックスからお気軽にお寄せください。 
 
九州運輸局メールマガジン編集長（九州運輸局総務部広報対策官） 
森 益隆（もり ますたか） 
mail : mm-kyushu@qst.mlit.go.jp 
Tel  : 092-472-2312   Fax : 092-471-7192 
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バックナンバーは、次の URL に掲載しています。 
http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/mail_magazine/top.html 
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